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アパートローンは，賃貸物件に関するローンであり，銀行が貸し出す全与信額の 10％を超える巨大な融資であるに

もかかわらず，これまで十分な精度のリスク計量化モデルが考案されてこなかった．そこで，本研究では，アパート

ローンリスク計量モデル構築への Web不動産賃貸物件情報サイトの利用可能性調査として，Webデータを用いた簡単な

アパートの空占遷移確率の評価モデルの開発を行った（「物件の特徴・条件」によって「物件の埋まり方」がどのよう

に変化するかを計量するモデル．アパート経営リスクの評価や収益を決定する要因の一つの評価に使用できる）．結果，

簡単な回帰モデルを用いることで，AR 値 0.4 程度の精度のモデルを構築できること，また，そのモデルにおいて築年

数が主要な説明要因になっていること等がわかった．学会では，（１）Web 大規模データの収集 （２）データの前処

理と整理 （３）モデルの構築 （４）モデルでの解析結果とデータ収集から結果を得るまでの過程について順を追

って報告した． 
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1. 背景と研究の目的 

 アパートローンは，賃貸物件向けの融資で

あり，銀行が貸し出す全与信額の 10％を超

える巨大な融資であるにもかかわらず，こ

れまで十分な精度のリスク計量化モデルが

考案されてこなかった．アパートローンの

リスクは，（１）賃貸物件の経営自体による

資金不足リスク（２）賃貸経営以外の事業

によるリスクの２種類の要因から構成され

る．（２）については，一般的な信用リスク

モデルやデータベースが整っており，それ

を用いてある程度の精度をもってリスク計

量が可能である．一方（１）については，

賃貸不動産の空室データベースが整ってお

らず，十分な精度のモデルが提供されてい

なかった．そこで現在（１）について空占

室データベース構築と評価モデルの開発を

目指しプロジェクトとして研究を行ってい

る．なお，本研究プロジェクトの最終的な

目的の一つは構築したアパートローンリス

ク計量モデルを CRD 協会（銀行にリスクデ

ータベースとリスクモデルを提供する組織）

を通して，民間金融機関に提供することに

ある．   

プロジェクトでは，アパートリスク計量

の空占室の情報をえるデータベースのひ

とつに Web 不動産データの利用を考えて

いる．  Web データを利用する理由は銀行

向けリスク解析の用途のために以下の長

所があると考えらえるからである：（１）

日本全国規模への適応範囲拡大が容易[日
本中の物件リスクを提供することが最終

目標]．（２）短い時間単位での情報の更新

がしやすい[状況の変更に対応した逐次的

 

 

なリスク管理が銀行業務でも最近求めら

はじめている]．   
 

2. 関連研究 
本稿で扱う研究は，データを用いた不動産

評価の研究の一種といえる．データを用いた

不動産評価，特に，不動産価格評価の研究は

1970 年代に主な手法が確立し，現在も大規模

データや機械学習等の技術を用いて精度の改

善，網羅性やリアルタイム性の性能上の向上

の努力が続けられている[1, 2]．近年において

は，実務においては，2015 年前後から，ソニ

ー，ネクスト(現 FIFULL， HOMES)，マンシ

ョンリサーチ等の企業により不動産価格評価

の Web サービスが公開・提供されている[3]．
さらに，研究レベルでは，画像情報を用いた

不動産価値評価[1]，アンケート情報やセンサ

ー等用いた人の流量データを不動産や都市評

価 [5,6]などこれまで利用されてこなかった

様々な情報を不動産評価に加える試みもおこ

なわれている．  
一方，価格ではなく，データを用いた個別

物件の空占遷移予測について国内における学

術論文はデータ入手の困難もあり多くは見つ

けられなかった．その例としては，理論的な

研究では，籠，高辻，小野らがモンテカルロ

シミレーションによる空室率を考慮したアパ

ートリスク計量の研究[6]，また，実データを

用いた研究では小林の研究がある[7]．小林の

研究では仲介管理会社３件の約６７３件のデ

ータについて空室期間等を実データから推定

しそれに基づく将来収益予測モデルの構築を

行っている．  
本研究は実データ解析のため小林の研究に

近い．小林の研究と比べた本研究の貢献は，

第一は，スケーラブルな Web データを利用し

ていること，第二は，不動産鑑定士の現地調

査のサーベイデータ（業者による偏りが少な

いデータ）と比較することで業者やサービス

等のバイアスの存在の有無を確認しているこ

と，第三は，Web 不動産データの利用に伴い

小林の研究より多くの物件特性を考慮してい

ること等があげられる．  
  

3.  データ収集と前処理 

 本研究では２つのデータを用いた．一つ

はメインの Web不動産サイトデータであり，

もう一つは補助的に用いる不動産鑑定士に

よる現地調査データである．不動産鑑定士

による調査データを利用する主な目的は，

以下の２点である．一点目は，Web では得

にくい情報（既に埋まっている物件の情報，

管理の悪さなどネガティブな情報等）の効

果の影響調査のため，二点目は，２つのデ

ータを比較することで Webサイトデータの

サンプリングバイアスについての情報を得

るためである．  
Web データは，大手不動産のサイトのある

県のある路線地域について，2014 年 11 月 28

日から 2015 年夏まで，各月の 8 日， 18 日， 

28 日の情報を取得した．一方，鑑定士による

サーベイデータは対応する地域についてある

物件名簿より駅別に層化抽出を行った物件に

対して同観測期間に３か月ごとに空室状況や

物件の状況等を現地調査して得られたデータ

である． 今要旨では特に Web データ解析の結

果のみを述べる． 

 なお，取得した Web データは以下の前処

理を行ってからデータ解析を行っている．具

体的には，(１)取得データのスプレイピング

（２）単位等の統一（３）表記ゆれ等の統一

（４）欠損値補完（５）物件の名寄せ，であ

る． 
以下のデータ解析では「空室が占室がなる」

を「Web ページから物件が消える」で大まか

に近似できるという仮定のもとで研究を行っ

ている． 

 
4.  分析 

Web データの特性を知るため，以下の分

析を行った：（１）基礎統計の調査，（２）

不動産鑑定士の実地調査データとの比較

（３）主成分分析とクラスター分析による

相関解析 （４）単回帰分析による要因解

析 （５）多変量回帰分析による要因解析

等．本要旨では，特に，多変量回帰分析に

ついて述べる． 

多変量回帰分析では，簡単のためロジス

ティック回帰モデル（二項ロジットモデル）

を用いた．被説明変数を「空室だった物件
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